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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第132期

中間連結会計期間
第133期

中間連結会計期間
第132期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上高 （百万円） 142,998 156,900 297,750

経常利益 （百万円） 3,390 3,428 8,618

親会社株主に帰属する
中間（当期）純利益

（百万円） 2,483 3,158 10,151

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 1,767 4,688 12,519

純資産額 （百万円） 135,939 146,843 145,410

総資産額 （百万円） 269,580 285,272 271,578

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 113.08 146.97 465.37

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 49.9 51.0 53.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 9,400 △1,423 13,129

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △577 △5,942 1,644

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △10,491 8,660 △13,678

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

（百万円） 24,187 29,400 27,847
 

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
（1） 経営成績

当中間連結会計期間における当社グループの事業環境は、中東情勢の影響がみられたものの、自動車業界では、

堅調な需要を背景に国内自動車生産台数は前年同期を上回りました。一方、鉄鋼業界では、国内の鋼材需要が低迷

するなか、鉄スクラップ価格が高水準で推移したことから、厳しい事業環境が続きました。

このような経営環境下、当社グループは中期経営計画「TOPY Active & Challenge 2027」を着実に遂行しており

ます。一つ目の基本方針である「既存事業の構造改革による収益力向上」を目指し、建設機械用足回り部品の最適

生産体制の構築を進めております。グループ会社の三和部品に履帯工場を新設し、設備再編による生産性の向上

と、拠点集約による物流の効率化を図ってまいります。また、二つ目の基本方針である「コアコンピタンスを生か

した成長事業の種まき」に向け、リサイクル事業の高度化や高付加価値製品の開発に取り組んでおります。今後も

成長投資を推進し、将来の収益拡大につなげてまいります。

当中間連結会計期間における業績につきましては、鉄鋼セグメントでは、鉄スクラップ価格と鋼材販売価格の値

差の縮小により大幅な減益となったものの、自動車・産業機械部品セグメントでは、販売数量の増加に加え、原材

料価格の販売価格への反映方法変更に伴う調整が一時的な増益要因となり、売上高は156,900百万円（前年同期比

9.7％増）、営業利益は3,611百万円（前年同期比10.9％増）、経常利益は3,428百万円（前年同期比1.1％増）、親

会社株主に帰属する中間純利益は3,158百万円（前年同期比27.2％増）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

 

（鉄鋼セグメント）

鉄鋼業界では、人手不足に伴う建築案件の工期遅れ等を背景に、国内鋼材需要は引き続き低調に推移しました。

原材料である鉄スクラップ価格は、円安等の影響により今期に入って上昇し、前年同期を上回る高い水準で推移し

ました。

このような環境下、鉄スクラップ価格の上昇を受けて鋼材販売価格の引き上げを進めたものの、前年同期対比で

値差が縮小し、当社グループの売上高は43,830百万円（前年同期比3.4％減）、営業損失は1,283百万円（前年同

期　営業利益1,496百万円）となりました。

 

（自動車・産業機械部品セグメント）

自動車業界では、中東情勢等の影響から一部で生産調整がみられたものの、需要の押し上げの動きもみられ、国

内自動車生産台数は前年同期を上回りました。海外では、米国で需要が底堅く推移した一方、中国では需要減少が

みられました。建設機械業界では、油圧ショベルの需要は下げ止まりの動きがみられました。鉱山機械の需要は一

部の地域で減少がみられました。

このような環境下、建設機械用足回り部品等の販売数量の増加や為替影響に加え、原材料価格の販売価格への反

映方法の一部変更に伴う一時的な調整が生じた影響により、当社グループの売上高は109,514百万円（前年同期比

16.2％増）、営業利益は7,411百万円（前年同期比69.7％増）となりました。

 

（その他）

合成マイカの製造・販売、土木・建築、不動産の賃貸及びスポーツ施設の運営等を行っております。売上高は

3,555百万円（前年同期比6.2％増）、営業利益は515百万円（前年同期比25.2％増）となりました。
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（2） 財政状態

①　資産

当中間連結会計期間末の総資産は、285,272百万円となり、前連結会計年度末比13,694百万円の増加となりまし

た。これは主に、商品及び製品の増加3,773百万円、受取手形、売掛金及び契約資産の増加2,590百万円、原材料

及び貯蔵品の増加2,438百万円によるものです。

②　負債

当中間連結会計期間末の負債合計は、138,429百万円となり、前連結会計年度末比12,261百万円の増加となりま

した。これは主に、長期借入金の増加9,615百万円、短期借入金の増加9,514百万円、１年内償還予定の社債の減

少7,000百万円によるものです。

③　純資産

当中間連結会計期間末の純資産合計は、146,843百万円となり、前連結会計年度末比1,432百万円の増加となり

ました。これは主に、為替換算調整勘定の増加1,323百万円、自己株式の増加1,238百万円、利益剰余金の増加

1,187百万円によるものです。

 

（3） キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて1,552百

万円増加し、当中間連結会計期間末には29,400百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動により使用した資金は、1,423百万円（前年同期は9,400百万円獲得）とな

りました。これは主に、棚卸資産の増加7,112百万円、減価償却費6,031百万円、税金等調整前中間純利益4,724百万

円によるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動により使用した資金は、前年同期比5,365百万円増加の5,942百万円となり

ました。これは主に、有形固定資産の取得による支出5,363百万円、投資有価証券の取得による支出1,763百万円、

投資有価証券の売却による収入1,688百万円によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における財務活動により獲得した資金は、8,660百万円（前年同期は10,491百万円使用）とな

りました。これは主に、長期借入れによる収入11,300百万円、短期借入金の純増額9,741百万円、社債の償還による

支出7,000百万円によるものです。

 

（4） 経営方針及び対処すべき課題等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針及び対処すべき課題等について重要な変更は

ありません。

 

（5） 研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、633百万円です。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 88,300,000

計 88,300,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,077,510 24,077,510

東京証券取引所
プライム市場
名古屋証券取引所
プレミア市場

単元株式数
100株

計 24,077,510 24,077,510 ― ―
 

 

（2）【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年４月１日～
2026年９月30日

― 24,077,510 ― 20,983 ― 18,528
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（5）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本製鉄株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番１号 4,818,264 22.47

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号 1,627,500 7.59

トピーファンド 東京都品川区大崎一丁目２番２号 1,210,710 5.65

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人　株式会社日本カス
トディ銀行）

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号）

975,134 4.55

トピー工業グループ社員持株会 東京都品川区大崎一丁目２番２号 772,331 3.60

INTERACTIVE BROKERS LLC
（常任代理人　インタラクティ
ブ・ブローカーズ証券株式会社）

ONE PICKWICK PLAZA GREENWICH,
CONNECTICUT 06830 USA
（東京都千代田区霞が関三丁目２番５号）

676,400 3.16

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 576,450 2.69

株式会社みずほ銀行
（常任代理人　株式会社日本カス
トディ銀行）

東京都千代田区大手町一丁目５番５号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号）

511,802 2.39

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505223
（常任代理人　株式会社みずほ銀
行決済営業部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
（東京都港区港南二丁目15番１号）

319,928 1.49

JP MORGAN CHASE BANK 385781
（常任代理人　株式会社みずほ銀
行決済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,
E14 5JP, UNITED KINGDOM
（東京都港区港南二丁目15番１号）

235,294 1.10

計 ― 11,723,813 54.69
 

（注）１．当社は、自己株式を2,639,008株保有していますが、上記大株主からは除外しています。なお、自己株式に

は、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式23,750株及び幹部社員向け株式報酬制度に係

る信託が所有する当社株式233,500株を含めておりません。

２．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　   1,627,500株

株式会社日本カストディ銀行（信託口）　　　　　　　　   576,450株

３．トピーファンドは当社及び関係会社取引先持株会の名称です。

４．2025年６月13日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、トピーファンドが2025年６月６日

現在で以下の株式を保有している旨が記載されているものの、当社として2026年９月30日末現在における実

質所有株式数の確認ができませんので、大量保有報告書に記載された保有株券等の数については、上記大株

主の状況には反映しておりません。

なお、トピーファンドの大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

トピーファンド 東京都品川区大崎一丁目２番２号 1,227,951 5.10

計 ― 1,227,951 5.10
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（6）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,649,000
 

― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

213,518 ―
21,351,800

単元未満株式
普通株式

― ―
76,710

発行済株式総数 24,077,510 ― ―

総株主の議決権 ― 213,518 ―
 

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄には、自己保有株式が2,639,000株、相互保有株式が10,000株含ま

れています。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する株式が23,700

株、幹部社員向け株式報酬制度に係る信託が所有する株式が233,500株、証券保管振替機構名義の株式が100

株含まれています。また、「議決権の数」欄には、取締役等向け株式報酬制度に係る信託名義の完全議決権

株式に係る議決権の数237個、幹部社員向け株式報酬制度に係る信託名義の完全議決権株式に係る議決権の

数2,335個、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれています。

 
② 【自己株式等】

2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

トピー工業株式会社
東京都品川区
大崎一丁目２番２号

2,639,000 － 2,639,000 10.96

（相互保有株式）      

北越メタル株式会社
新潟県長岡市
蔵王三丁目３番１号

10,000 － 10,000 0.04

計 ― 2,649,000 － 2,649,000 11.00
 

（注）上記のほか、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する株式23,750株、及び幹部社員向け株式報酬制度

に係る信託が所有する株式233,500株を連結財務諸表上、自己株式として処理しております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けています。
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１ 【中間連結財務諸表】

（1）【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 29,421 31,453

  受取手形、売掛金及び契約資産 55,851 58,441

  商品及び製品 30,082 33,856

  仕掛品 6,892 8,111

  原材料及び貯蔵品 20,535 22,974

  その他 8,170 8,262

  貸倒引当金 △79 △71

  流動資産合計 150,872 163,027

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 102,219 103,158

    減価償却累計額 △77,508 △78,831

    建物及び構築物（純額） 24,710 24,326

   機械装置及び運搬具 238,075 241,154

    減価償却累計額 △205,234 △208,655

    機械装置及び運搬具（純額） 32,841 32,499

   土地 15,244 15,170

   リース資産 2,443 2,512

    減価償却累計額 △1,196 △1,379

    リース資産（純額） 1,246 1,132

   建設仮勘定 2,587 3,527

   その他 45,012 45,414

    減価償却累計額 △43,175 △43,586

    その他（純額） 1,837 1,827

   有形固定資産合計 78,469 78,483

  無形固定資産   

   その他 2,972 2,780

   無形固定資産合計 2,972 2,780

  投資その他の資産   

   投資有価証券 26,713 28,680

   長期貸付金 228 225

   繰延税金資産 781 1,069

   退職給付に係る資産 588 588

   その他 11,040 10,502

   貸倒引当金 △86 △86

   投資その他の資産合計 39,265 40,981

  固定資産合計 120,706 122,245

 資産合計 271,578 285,272
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 29,786 30,556

  電子記録債務 10,658 9,739

  短期借入金 22,720 32,235

  １年内償還予定の社債 7,000 －

  リース債務 235 199

  未払法人税等 2,954 1,840

  その他 15,051 16,446

  流動負債合計 88,407 91,018

 固定負債   

  社債 18,000 18,000

  長期借入金 11,029 20,645

  リース債務 449 402

  繰延税金負債 921 942

  執行役員退職慰労引当金 180 187

  役員株式給付引当金 56 97

  株式給付引当金 48 49

  役員退職慰労引当金 24 9

  定期修繕引当金 242 250

  退職給付に係る負債 3,604 3,609

  資産除去債務 1,772 1,782

  その他 1,431 1,433

  固定負債合計 37,760 47,411

 負債合計 126,168 138,429

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 20,983 20,983

  資本剰余金 18,855 18,855

  利益剰余金 81,651 82,838

  自己株式 △5,684 △6,923

  株主資本合計 115,804 115,754

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 11,808 12,130

  繰延ヘッジ損益 2 △3

  為替換算調整勘定 12,119 13,443

  退職給付に係る調整累計額 4,234 4,033

  その他の包括利益累計額合計 28,165 29,603

 非支配株主持分 1,440 1,484

 純資産合計 145,410 146,843

負債純資産合計 271,578 285,272
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（2）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日）

売上高 142,998 156,900

売上原価 121,231 134,103

売上総利益 21,767 22,797

販売費及び一般管理費 ※  18,510 ※  19,185

営業利益 3,256 3,611

営業外収益   

 受取利息 82 80

 受取配当金 525 317

 持分法による投資利益 86 159

 その他 178 114

 営業外収益合計 873 671

営業外費用   

 支払利息 354 455

 為替差損 191 132

 その他 193 266

 営業外費用合計 739 854

経常利益 3,390 3,428

特別利益   

 固定資産売却益 4 5

 投資有価証券売却益 654 1,371

 補助金収入 75 302

 為替換算調整勘定取崩益 101 －

 特別利益合計 835 1,679

特別損失   

 固定資産売却損 7 0

 固定資産除却損 294 79

 投資有価証券評価損 1 0

 固定資産圧縮損 75 302

 特別損失合計 378 383

税金等調整前中間純利益 3,848 4,724

法人税等 1,321 1,500

中間純利益 2,526 3,224

非支配株主に帰属する中間純利益 42 66

親会社株主に帰属する中間純利益 2,483 3,158
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日）

中間純利益 2,526 3,224

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,663 122

 繰延ヘッジ損益 6 △5

 為替換算調整勘定 △1,836 852

 退職給付に係る調整額 △131 △196

 持分法適用会社に対する持分相当額 △461 690

 その他の包括利益合計 △759 1,463

中間包括利益 1,767 4,688

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 1,819 4,597

 非支配株主に係る中間包括利益 △51 91
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（3）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 3,848 4,724

 減価償却費 5,551 6,031

 のれん償却額 62 62

 補助金収入 △75 △302

 為替換算調整勘定取崩益 △101 －

 固定資産圧縮損 75 302

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △27 △7

 執行役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 36 6

 定期修繕引当金の増減額（△は減少） 19 8

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △440 △251

 受取利息及び受取配当金 △608 △397

 支払利息 354 455

 持分法による投資損益（△は益） △86 △159

 有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △654 △1,371

 有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 1 0

 有形固定資産除売却損益（△は益） 297 74

 売上債権の増減額（△は増加） 4,956 △2,438

 棚卸資産の増減額（△は増加） △380 △7,112

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,338 △153

 その他 △405 824

 小計 11,083 296

 利息及び配当金の受取額 655 1,548

 利息の支払額 △353 △419

 設備移転費用の支払額 △32 －

 事業再編損の支払額 △4 △1

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,948 △2,848

 営業活動によるキャッシュ・フロー 9,400 △1,423
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           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日）

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） △20 △375

 有形固定資産の取得による支出 △4,466 △5,363

 有形固定資産の売却による収入 28 32

 投資有価証券の取得による支出 △9 △1,763

 投資有価証券の売却による収入 4,034 1,688

 貸付けによる支出 △23 △7

 貸付金の回収による収入 9 14

 無形固定資産の取得による支出 △119 △140

 その他 △10 △27

 投資活動によるキャッシュ・フロー △577 △5,942

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △3,682 9,741

 長期借入れによる収入 － 11,300

 長期借入金の返済による支出 △4,108 △1,943

 社債の償還による支出 － △7,000

 ＣＭＳによる預り金の増減額（△は減少） △39 1

 リース債務の返済による支出 △117 △144

 自己株式の取得による支出 △890 △1,280

 配当金の支払額 △1,607 △1,967

 非支配株主への配当金の支払額 △46 △47

 財務活動によるキャッシュ・フロー △10,491 8,660

現金及び現金同等物に係る換算差額 △765 258

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,434 1,552

現金及び現金同等物の期首残高 26,621 27,847

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  24,187 ※  29,400
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

 
（中間連結貸借対照表関係）

保証債務

従業員について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っています。

 

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

 18百万円 16百万円
 

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

 

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

運賃 5,899百万円 6,226百万円

給料 4,396 4,634 

退職給付費用 130 11 
 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

現金及び預金勘定 25,005百万円 31,453百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△817 △2,053 

現金及び現金同等物 24,187 29,400 
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月20日
取締役会

普通株式 1,613 73.0 2025年３月31日 2025年６月６日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式に対する配当金３百万円が含ま

れています。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月５日
取締役会

普通株式 871 40.0 2025年９月30日 2025年12月２日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式に対する配当金１百万円が含ま

れています。

 
Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当金支払額

 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月21日
取締役会

普通株式 1,970 90.0 2026年３月31日 2026年６月９日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式に対する配当金３百万円及び幹

部社員向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式に対する配当金21百万円が含まれています。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月６日
取締役会

普通株式 1,393 65.0 2026年９月30日 2026年12月８日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式に対する配当金１百万円及び幹

部社員向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式に対する配当金15百万円が含まれています。

 

EDINET提出書類

トピー工業株式会社(E01230)

半期報告書

16/23



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３鉄鋼

自動車・産
業機械部品

計

売上高        

外部顧客への売上高 45,395 94,254 139,649 3,349 142,998 － 142,998

セグメント間の内部
売上高又は振替高

10,117 － 10,117 － 10,117 △10,117 －

計 55,512 94,254 149,767 3,349 153,116 △10,117 142,998

セグメント利益 1,496 4,367 5,864 411 6,276 △3,019 3,256
 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合成マイカ、屋内外サインシ

ステム、土木・建築、不動産の賃貸及びスポーツ施設の運営等を含んでいます。

２．セグメント利益の調整額△3,019百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等です。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない当社本社の管理部門に関わる費用です。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３鉄鋼

自動車・産
業機械部品

計

売上高        

外部顧客への売上高 43,830 109,514 153,344 3,555 156,900 － 156,900

セグメント間の内部
売上高又は振替高

11,032 － 11,032 － 11,032 △11,032 －

計 54,863 109,514 164,377 3,555 167,933 △11,032 156,900

セグメント利益
及び損失（△）

△1,283 7,411 6,128 515 6,643 △3,032 3,611
 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合成マイカ、屋内外サインシ

ステム、土木・建築、不動産の賃貸及びスポーツ施設の運営等を含んでいます。

２．セグメント利益の調整額△3,032百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等です。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない当社本社の管理部門に関わる費用です。

３．セグメント利益及び損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

トピー工業株式会社(E01230)

半期報告書

17/23



 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 鉄鋼

自動車・
産業機械部品

計

日本 42,899 61,221 104,121 2,251 106,373

米国 166 15,264 15,430 18 15,448

中国 － 2,607 2,607 8 2,616

その他 2,329 15,161 17,490 134 17,625

顧客との契約から生じる収益 45,395 94,254 139,649 2,413 142,063

その他の収益 － － － 935 935

外部顧客への売上高 45,395 94,254 139,649 3,349 142,998
 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合成マイカ、屋内外サインシステ

ム、土木・建築及びスポーツ施設の運営等を含んでいます。

 
当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 鉄鋼

自動車・
産業機械部品

計

日本 40,819 69,457 110,277 2,363 112,640

米国 293 20,134 20,427 38 20,466

中国 － 3,143 3,143 12 3,155

その他 2,717 16,779 19,496 195 19,692

顧客との契約から生じる収益 43,830 109,514 153,344 2,610 155,955

その他の収益 － － － 945 945

外部顧客への売上高 43,830 109,514 153,344 3,555 156,900
 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合成マイカ、屋内外サインシステ

ム、土木・建築及びスポーツ施設の運営等を含んでいます。
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

１株当たり中間純利益 113円08銭 146円97銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 2,483 3,158

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益
（百万円）

2,483 3,158

普通株式の期中平均株式数（千株） 21,965 21,490
 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２．取締役等及び幹部社員向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式を、１株当たり中間純利益の算定

上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています（前中間連結会計期間44千株、当中

間連結会計期間269千株）。

 
（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２ 【その他】

（１）期末配当

2026年５月21日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議しました。

（イ）剰余金の配当による配当金の総額・・・・・1,970百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・90円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・2026年６月９日

（注）2026年３月31日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行いました。

 

（２）中間配当

2026年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

（イ）剰余金の配当による配当金の総額・・・・・1,393百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・65円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・2026年12月８日

（注）2026年９月30日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月13日

トピー工業株式会社

取締役会　御中

 
EY新日本有限責任監査法人

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大　　久　　保　　豊  
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松　　原　　充　　哉  
 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトピー工業株式

会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、

中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、トピー工業株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報

告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
 

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しています。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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